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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款第20条の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載

書面）への掲載を省略しております。

第106回定時株主総会招集ご通知に際しての

電子提供措置事項
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連結株主資本等変動計算書

( 2022年 4 月 1日から
2023年 3 月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 7,730,621 7,340,648 32,694,218 △6,939,438 40,826,050

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,087,790 △1,080,790
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,857,421 2,857,421

自 己 株 式 の 取 得 △143,002 △143,002

自 己 株 式 の 処 分 10,095 22,200 32,295

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額
合 計

－ 10,095 1,769,631 △120,802 1,658,924

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 期 末 残 高 7,730,621 7,350,744 34,463,849 △7,060,240 42,484,974

その他の包括利益累計額

非 支 配
株 主
持 分

純資産　
合計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金

繰延ヘッジ

損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他
の 包 括
利 益
累 計 額
合 計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 1,588,800 1,560 423,903 △14,593 1,999,670 1,333,720 44,159,441

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,087,790
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,857,421

自 己 株 式 の 取 得 △143,002

自 己 株 式 の 処 分 32,295

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

218,213 △1,306 172,692 △649 388,950 85,434 474,385

連結会計年度中の変動額
合 計

218,213 △1,306 172,692 △649 388,950 85,434 2,133,309

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 期 末 残 高 1,807,013 254 596,596 △15,243 2,388,621 1,419,154 46,292,750

連結株主資本等変動計算書

－ 1 －
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連結注記表

 連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称 10社

　タイヨーインタナショナルインク、開封太陽金明食品有限公司、タイヨーインタコリア

リミテッド、タイヨーカガクインディアプライベイトリミテッド、無錫太陽緑宝科技有限

公司、上海太陽食研国際貿易有限公司、株式会社タイヨーラボ、テクノ・マーケティング

株式会社、Ｔａｉｙｏ　ＧｍｂＨ、香奈維斯（天津）食品有限公司

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　該当事項はありません。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用関連会社の数及び名称 ２社

　株式会社サンフコ、ティエムティ株式会社

(2) 株式会社サンフコの決算日は連結決算日と異なっておりますが、同社の事業年度に係る

計算書類を使用しております。

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　開封太陽金明食品有限公司、無錫太陽緑宝科技有限公司、上海太陽食研国際貿易有限公

司、株式会社タイヨーラボ、テクノ・マーケティング株式会社、香奈維斯（天津）食品有

限公司については、連結決算日における仮決算に基づく計算書類を使用しております。

4.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの　期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理

               し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 　 移動平均法による原価法

②　棚卸資産

　イ．評価基準 原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）

　ロ．評価方法 主として総平均法

－ 2 －
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連結注記表

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物は定額法、それ以外の有形固定資

産については定率法を採用しております。また、在外連結子会

社は、主に国際会計基準に基づく定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物７年～50年、機械装

置及び運搬具４年～17年、工具、器具及び備品３年～10年であ

ります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、定額法を、在外連結子会社にお

いては、主に国際会計基準に基づく定額法を採用しておりま

す。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額の内当連結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金 　役員の退職金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　　当社グループは、主に食品用乳化剤、安定剤、各種鶏卵加工品、即席食品用素材、農産

　加工品、栄養機能食品、化粧品原料等の製造、販売を行っております。これらの製品又は

　商品の販売については、製品又は商品を引渡した時点で、顧客が支配し履行義務を充足し

　たと判断しております。国内販売において、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に

　移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しておりま

　す。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

－ 3 －
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連結注記表

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

(6) 重要なヘッジ会計の処理方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っておりま

す。

　また、外貨建予定取引に付した為替予約については、繰延ヘッジ処理を適用しておりま

す。

(7) その他の連結計算書類作成のための重要な事項

　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年

金資産を控除した額を計上しております。過去勤務費用は、発

生時に一時償却しております。数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理計算

上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

－ 4 －
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連結注記表

5.　重要な会計上の見積り

　(1)持分法適用関連会社への投資の評価

　 ①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　 持分法適用関連会社への投資額（注）　　　 　　　1,057,866千円

　　　 うちティエムティ株式会社への投資額　　　　　　 　 33,492千円

　　　（注）連結貸借対照表上、投資その他の資産「投資有価証券」に計上しておりま

　　　　　　す。

　　 固定資産の収益性の低下により減損の兆候があると判断して、減損損失の認識の要

否について検討を行ったティエムティ株式会社（固定資産合計2,476,122千円）につ

いて、割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を

超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。

　 ②識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報

　　 当社グループは、原則として事業拠点又は各事業単位等を基準として資産のグルー

ピングを行っております。

　　 土地・建物等の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合

には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を

比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。

　　 判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の

認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のい

ずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。

持分法適用会社で固定資産の減損損失が認識された場合、株式持分割合に応じた持分

法による投資損失が認識されます。

　　 当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、将来の

事業計画を基礎としておりますが、製造する製品の販売数量・販売単価・単位当たり

製造原価等及び保有する固定資産の生産能力を主要な仮定としており、不確実性が否

めないため、今後の市場の動向及び製造設備の稼働状況によっては割引前将来キャッ

シュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

　(2)連結子会社に関する固定資産の評価

　 ①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　 有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,257,585千円

　　　 うち連結子会社の香奈維斯（天津）食品有限公司の計上額　 1,083,922千円

　　　 無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 166,672千円

－ 5 －
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連結注記表

　　　 うち連結子会社の香奈維斯（天津）食品有限公司の計上額　　　　　－千円

　　　 減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 226,050千円

　　 固定資産の収益性の低下により減損の兆候があると判断して、減損損失の認識の要

否について検討を行った香奈維斯（天津）食品有限公司について、割引前将来キャッ

シュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を下回っていると判断した

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該帳簿価額の減少額を減損損失として

認識しました。

　 ②識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報

　　 当社グループは、原則として事業拠点又は各事業単位等を基準として資産のグルー

ピングを行っております。

　　 土地・建物等の時価下落や収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合

には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を

比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。

　　 判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の

認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のい

ずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。

　　 当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、将来の

事業計画を基礎として おりますが、製造する製品の販売数量・販売単価・単位当た

り製造原価等及び保有する固定資産の生産能力を主要な仮定としており、不確実性が

否めないため、今後の市場の動向及び製造設備の稼働状況によっては割引前将来キャ

ッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

－ 6 －
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受 取 手 形 506,101千円

売　 掛　 金 10,641,165千円

　計 11,147,267千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 31,426,763千円

前　 受　 金 132,000千円

　計 132,000千円

ティエムティ株式会社 1,139,400千円

　計 1,139,400千円

6.　表示方法の変更

　（連結損益計算書）

　　　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「業務受託料」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記をしました。

　　　なお、前連結会計年度の「業務受託料」は、4,181千円です。

　（連結貸借対照表）

　　　前連結会計年度において、「有形固定資産」の「その他」に含めていた「建設仮勘定」

　　 は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。

　　　なお、前連結会計年度の「建設仮勘定」は1,958,074千円です。

7.　追加情報

　新型コロナウイルス感染症（以下、本感染症）の影響に関して、当社グループは現時点で

は、厳重な対策を実施した上で事業活動を継続しており、現時点においては、平常時と同水

準の稼働率を維持しております。

　しかし、本感染症は経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の広が

り方や収束時期等を予想することは困難なことから、入手可能な外部の情報等を踏まえて、

今後、2024年３月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、繰延税金資産

の回収可能性や固定資産の減損の判定等の会計上の見積りを行っております。

（連結貸借対照表に関する注記）

1.　受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとお

　りであります。

3.　「流動負債」の「その他」に含まれる「契約負債」は以下のとおりです。

4.　保証債務

次の関係会社について金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

－ 7 －
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建 物 及 び 構 築 物 22,522千円

機械装置及び運搬具 144,709千円

工具、器具及び備品 25,115千円

　計 192,348千円

普通株式 23,513,701株

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年５月９日
取締役会

普通株式 918,438 　　54 2022年３月31日 2022年６月１日

2022年11月７日
取締役会

普通株式 169,352 10 2022年９月30日 2022年12月６日

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年５月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 694,344 　　41 2023年３月31日 2023年６月１日

5.　固定資産の取得原価から控除した国庫補助金による圧縮記帳額

（連結損益計算書に関する注記）

　顧客との契約から生じる収益の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42,970,511千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

－ 8 －
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連結貸借対照表
計  上  額

時　価 差 額

 投資有価証券

 その他有価証券 3,989,609千円 3,989,609千円 －

（金融商品に関する注記）

１.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金の運用に関しては、銀行等金融機関の短期の預金等に限定してお

ります。

　受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、与信管理規程に従ってリスクの低減

を図っております。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。

　資金の調達は、主として銀行等金融機関からの借入によっており、借入金の使途は、運

転資金（主として短期）及び設備投資資金（主として長期）であります。デリバティブ取

引は、経理規程に従ってリスクヘッジ目的以外行わず、輸出入取引の決済範囲内で行うこ

ととしております。

２.　金融商品の時価等に関する事項

　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支

払手形及び買掛金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、注記を省略しております。

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額1,082,921千円）は、「その他有価証券」には含め

ておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

　　下の３つのレベルに分類しております。

　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

　　　　　　　　　　　形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

　　　　　　　　　　　格により算定した時価

　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

　　　　　　　　　　　ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

　　ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベル

　　に時価を分類しております。

－ 9 －
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 3,989,609 － － 3,989,609

資産計 3,989,609 － － 3,989,609

報告セグメント

その他　

（注）１
合計

ニュー

トリション

事業

インター

フェイス

ソリュー

ション

事業

ナチュラル

イングリ

ディエント

事業

計

売上高

日本 5,370,087 10,621,793 17,167,160 33,159,042 128,982 33,288,024

アジア 1,195,292 1,138,365 2,837,119 5,170,777 16,994 5,187,771

アメリカ 2,737,069 72,063 － 2,809,133 － 2,809,133

欧州 1,337,968 347,613 － 1,685,581 － 1,685,581

顧客との契

約から生じ

る収益

10,640,418 12,179,835 20,004,279 42,824,534 145,977 42,970,511

　　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　　当連結会計年度（2023年３月31日）

　　投資有価証券

　　　 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

     いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

      当社グループの売上高は、顧客との契約から認識された収益であり、主たる地域市場別に

　　分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

　　　　　当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

                                                                        （単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、料理飲食

等の事業であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「４．会計方針に関する事項　(4) 重要な収益及び費

　用の計上基準」に記載の通りであります。

－ 10 －
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１株当たり純資産額 2,651円18銭

１株当たり当期純利益 168円48銭

（１株当たり情報に関する注記）

－ 11 －
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株主資本等変動計算書

( 2022年 4 月 1日から
2023年 3 月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

固定
資産
圧縮
積立
金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2022年４月１日期首残高 7,730,621 7,914,938 3,735 7,918,674 1,932,655 388,565 9,400,000 18,598,404 30,319,624 △6,931,597 39,037,323

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,087,790 △1,087,790 △1,087,790

当 期 純 利 益 1,689,696 1,689,696 1,689,696

自己株式の取得 △143,002 △143,002

自己株式の処分 10,095 10,095 22,200 32,295

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△8,431 8,431 － －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 10,095 10,095 － △8,431 － 610,337 601,906 △120,802 491,199

2 0 2 3年３月3 1日期末残高 7,730,621 7,914,938 13,831 7,928,769 1,932,655 380,134 9,400,000 19,208,741 30,921,530 △7,052,399 39,528,522

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2022年４月１日期首残高 1,546,685 1,546,685 40,584,009

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,087,790

当 期 純 利 益 1,689,696

自己株式の取得 △143,002

自己株式の処分 32,295

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

－

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 （ 純 額 ）

233,118 233,118 233,118

事業年度中の変動額合計 233,118 233,118 724,317

2023年３月31日期末残高 1,779,804 1,779,804 41,308,326

株主資本等変動計算書

－ 12 －
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 個 別 注 記 表

（重要な会計方針）

1.　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券　市場価格のない株式等以外のもの 期末日の市場価格等に基づく時価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法（評価差額は全部純資産直入法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により処理し、売却原価は移動平

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 均法により算定）

市場価格のない株式等　 移動平均法による原価法

2.　棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 評価基準 原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(2) 評価方法 主として総平均法

3.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法、それ以外の有形固定資産については、定率法を採

用しております。なお、主な耐用年数は、建物15年～50年、構築

物７年～50年、機械及び装置４年～17年、車両及び運搬具

４年～６年、工具、器具及び備品３年～10年であります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

(3) リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

4．収益及び費用の計上基準

　当社は、主に食品用乳化剤、安定剤、各種鶏卵加工品、即席食品用素材、農産加工品、

栄養機能食品、化粧品原料等の製造、販売を行っております。これらの製品又は商品の販

売については、製品又は商品を引渡した時点で、顧客が支配し履行義務を充足したと判断

しております。国内販売において、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

5.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については､ 

貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

－ 13 －
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(2) 賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

の内当事業年度の負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。過去勤務費用

は、発生時に一時償却しております。数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金  役員の退職金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。

6.　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

7.　ヘッジ会計の方法

　為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っておりま

す。

　また、外貨建予約取引に付した為替予約については、繰延ヘッジ処理を適用しておりま

す。

8.　重要な会計上の見積り

　(1)関係会社株式及び関係会社出資金の評価

　 ①当事業年度の計算書類に計上した金額

　 関係会社株式　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,527,602千円

　 関係会社出資金　　　　　　　　　　　　　　　　 1,338,073千円

　 ②識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報

　　 当社は関係会社株式及び関係会社出資金の評価につきまして、当該会社の財政状態の悪

化により実質価額が著しく低下した場合に回復可能性を検討したうえで関係会社株式評価

損及び関係会社出資金評価損を認識しております。

　財政状態とは、一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成した計算書類を基

礎に、原則として資産等の時価評価に基づく評価差額等を加味して算定した1株当たりの純

資産額をいい、財政状態の悪化とは、この1株当たりの純資産額が、当該株式を取得したと

きのそれと比較して50%程度以上低下している場合をいいます。

　　　 財政状態を把握する際に基礎とする計算書類は、決算日までに入手し得る直近のものを

使用し、その後の状況で財政状態に重要な影響を及ぼす事項が判明していればその事項も

加味しております。

－ 14 －
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　関係会社株式及び関係会社出資金の評価を行う上での回復可能性の検討においては、将

来の事業計画を基礎としておりますが、製造する製品の販売数量・販売単価・単位当たり

製造原価及び保有する固定資産の生産能力を主要な仮定としており、不確実性が否めない

ため、今後の市場の動向及び製造設備の稼働状況によっては回復可能性の見積りに重要な

影響を及ぼす可能性があります。

　これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直し

が必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類において追加の関係会社株式評価損が発

生する可能性があります。

9. 追加情報

　新型コロナウイルス感染症（以下、本感染症）の影響に関して、当社は現時点では、厳重

な対策を実施した上で事業活動を継続しており、現時点においては、平常時と同水準の稼働

率を維持しております。

　しかし、本感染症は経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の広が

り方や収束時期等を予想することは困難なことから、入手可能な外部の情報等を踏まえて、

今後、2024年３月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、繰延税金資産

の回収可能性や固定資産の減損の判定等の会計上の見積りを行っております。

－ 15 －
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1.　有形固定資産の減価償却累計額 28,102,593千円

ティエムティ株式会社 1,139,400千円

計 1,139,400千円

短期金銭債権 2,278,648千円

長期金銭債権 1,341,195千円

短期金銭債務 728,506千円

建 物 22,286千円

構 築 物 236千円

機 械 及 び 装 置 144,709千円

工具、器具及び備品 25,115千円

計 192,348千円

関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 4,729,337千円

売上原価、販売費及び一般管理費 4,151,667千円

　営業取引以外の取引高 35,606千円

普通株式 6,578,458株

（貸借対照表に関する注記）

2.　保証債務

　次の関係会社について金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

3.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　上記の金額のうち、関係会社長期貸付金788,261千円は貸借対照表において別掲しており

ます。

4.　固定資産の取得原価から控除した国庫補助金による圧縮記帳額

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

－ 16 －
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繰延税金資産 未払事業税 29,924千円

賞与引当金 71,103千円

棚卸資産評価損 20,096千円

貸倒引当金 3,111千円

減価償却超過額 6,459千円

退職給付引当金 204,760千円

役員退職慰労引当金 152,314千円

投資有価証券評価損 48,877千円

ゴルフ会員権評価損 10,166千円

関係会社株式評価損 353,074千円

関係会社出資金評価損 281,654千円

その他 189,315千円

繰延税金資産小計 1,370,857千円

評価性引当金 △706,307千円

繰延税金資産合計 664,550千円

繰延税金負債 固定資産圧縮積立金 164,392千円

その他 52千円

その他有価証券評価差額金 746,868千円

繰延税金負債合計 911,314千円

繰延税金資産の純額 △ 246,763千円

（税効果会計関係に関する注記）

繰延税金資産（負債）の主な原因別内訳

－ 17 －
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個別注記表

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)
(注)４

科目
期末残高
(千円)
(注)４役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
タイヨーインタナ
ショナルインク

（所有）
直接100.0

役員２名
（兼任）

製品の
販売

製品の販売
(注)１

1,375,106 売掛金 1,157,770

関連会社 株式会社サンフコ
（所有）
直接45.0

役員３名
（兼任）

製品の
販売
原料の
仕入

製品の販売
(注)１

1,262,857 売掛金 526,725

子会社
香奈維斯（天津）
食品有限公司

（所有）
直接51.0

役員２名
（兼任）

資金の
貸付

資金の貸付
(注)２

△363,474 長期貸付金 426,261

貸付利息
(注)２

5,520
その他流動
資産

18,344

関連会社
ティエムティ
株式会社

（所有）
直接50.0

役員２名
（兼任）

経費等の
立替
(注)４
資金の
貸付
債務保証

債務保証
(注)３

1,139,400
長期

未収入金
552,934

（収益認識に関する注記）

　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識

　に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

1.　子会社及び関連会社等

（注）1.　販売価格については、一般的な取引条件を参考に決定しております。

2.　資金の貸付については、市場金利を勘案しており、担保は受け入れておりません。

3.　金融機関からの借入金に対して保証したものであります。なお、保証料の受取りは行

っておりません。

また、取引金額は債務保証の期末残高を記載しております。

4.　経費等の立替は、実費相当額であります。

5.　取引金額には消費税等の金額を含んでおらず、期末残高には消費税等の金額を含めて

おります。

－ 18 －
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個別注記表

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)
(注)３

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

向陽興産株式会社
(注)１

（被所有）
直接5.7

役員１名
（兼任）

当社
損害保険
の窓口

損害保険料
(注)２

119,057 － －

１株当たり純資産額 2,439円19銭

１株当たり当期純利益 99円57銭

2.　役員及び個人主要株主等

（注）1.　当社役員山崎長宏及びその近親者が議決権の100％を直接保有しております。

2.　損害保険料の支払いについては、損害保険会社から提示された価格によっておりま

す。

3.　取引金額には消費税等の金額を含んでおりません。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 19 －


